












































【要旨】平成 9年度中に厚生省に提出された市町村母子保健計画の中から、都道府県から

優秀事例として推薦された 68事例について訪問調査を行った。その内 3月末までに 13 事

例について事例検討を行い、計画策定のプロセスや背景にある母子保健活動を効果的に推

進するための条件や促進要因を抽出した。

　市町村母子保健活動を効果的に推進する条件として以下の 9点が重要なポイントとして

抽出された。①市町村と保健所の共同保健活動や保健計画の策定、地区組織の育成などの

日常的な基盤づくり、②保健婦の事務的な経験(予算、議会等)、③計画策定の目的や意義、

具体の策定手法などに関する研修、④担当課長による庁内関係課、関係機関に対する連絡

調整、⑤住民や関係課、関係機関を巻き込んだワーキンググループの設置、⑥目的設定型

と課題設定型手法を併用したニーズ把握・対応策の検討、⑦作業ペーパーの活用、⑧数値

目標や評価指標の設定、⑨計画の周知と進行管理。また、計画策定の副産物として、保健

婦の自信、関係課・関係機関のネットワーク化、住民の主体的な活動の推進などが確認さ

れた。

　保健所による市町村支援としては、①計画策定の準備段階における関係者や市町村上層

部の合意形成のための支援、②計画策定方法などの研修会の開催、③専門的な立場からの

ニーズ把握と資料収集・提供、④データ解析や数値目標、評価指標の設定に関する支援が

重要である。

　また、数値目標や評価指標の設定、保健所による広域的な計画との整合性、計画による

事業化とその評価などについては、今後継続して検討すべき課題と考えられた。


